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国・自治体の状況

国や、自治体のエコ電力切り替えの状況は？
（約1700）

温対法（H20年改正）の温暖化防止実行計画
環境配慮契約法（H19年制定）

根拠となる枠組み
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環境配慮契約法のねらい
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H30年度 環境省 環境配慮契約法 基本方針 説明会資料より抜粋



環境配慮契約法で決められていること
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H30年度 環境省 環境配慮契約法 基本方針 説明会資料より抜粋



環境配慮契約法で決められていること

国は義務、地方公共団体は努力義務

＜対象範囲＞
・入札する案件を対象（高圧施設や、低圧施設をまとめた案件）
・入札を行わない低圧施設などは対象外となるが、基準を満たす複数の
事業者に対して合い見積もりを依頼することで、環境配慮することを推奨

＜環境配慮の方法＞
・基本方針の策定と実績の公表が必要
・年度ごとに満たすべき基準を設定 →総合評価ではなく、裾切り方式
・全面的に電力自由化しているが、当分は旧一般電気事業者の営業管
内ごとに基準を設定
・CO2排出係数などは、メニューごとの値ではなく、事業者ごとに評価する
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環境配慮契約法で決められていること

7
H30年度 環境省 環境配慮契約法 基本方針 説明会資料より抜粋
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環境配慮契約法（裾切りの配点）

2019年度 環境省 環境配慮契約法
電力専門委員会資料より抜粋
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環境配慮契約法（裾切りの配点）

2019年度 環境省 環境配慮契約法 電力専門委員会資料より抜粋
高い基準ではない



電力の「環境配慮契約」実施率は低迷
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国は高圧で67%（H29年度環境省調査結果）
組織的に取り組んでいるのは、アンケートに回答のあった1720団体中、174団体

2018年度
環境省 環境配慮契約法
電力専門委員会資料より抜粋



なぜ電力の環境配慮が進まないのか

11 2018年度 環境省 環境配慮契約法 電力専門委員会資料より抜粋



行政のエコ電力契約実施時の課題

 高額の契約案件は競争入札を行う必要あり

 高圧の契約は新電力等に切り替え済み
（現状で安く契約できている）
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インセンティブ低い

なぜ電力の環境配慮が進まないのか
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地方公共団体の実施状況は公表済

引用：環境省環境配慮契約法取組事例データベース
http://www.env.go.jp/policy/ga/bp_mat/01whole-04/index.html
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国の検討・ロードマップ案

2019年度 環境省 環境配慮契約法 電力専門委員会資料より抜粋



地方公共団体の事例（１）

平塚市（神奈川県）
電力の地産地消パートナー事業者選定
プロポーザルの実施

電力の地産地消を目指す事業者を選定し、そ
の中から低圧を含む公共施設の電力契約を行
う事例。

各施設の電力契約の担当者の事務手続きをな
るべく増やさずに、公共施設のFITを含む再エネ
割合や、実CO2排出量を減らすことができる。

4社をパートナー選定
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地方公共団体の事例（２）

吹田市  FIT電力も加味して再エネ割合が高い基
準で裾切りを実施
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図表削除



地方公共団体の事例（３）

世田谷区 区役所本庁舎で再エネ100
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図表削除



地方公共団体の事例（４）

東京都 都庁の8割で再エネ100%
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図表削除
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国の調達事例（１）

2019年度 環境省 環境配慮契約法 電力専門委員会資料より抜粋
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国の調達事例（２）

2019年度 環境省 環境配慮契約法 電力専門委員会資料より抜粋



総合評価方法の環境省への提案
（6月、GPN）
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1. 考え方のポイント ・・・・単純化してわかりやすくする

（1） 供給電力の（調整前）基礎と調整後CO2排出係数は混在
すると複雑になるため、どちらかに統一して使用する。

（2） FIT（固定価格買取制度）電力と、環境価値がある非FIT
再エネ電力は混在すると複雑になるため、非FIT再エネ電力に加え、FIT
電力は証書を利用し環境価値を有するもののみを評価する。

（3） 電力プラン、事業者の両方の再エネ割合を評価対象とする。

（4） 地方公共団体に総合評価手法を拡大する場合、地域性を重視
する必要がある。
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2. 入札参加条件【必須】

（1） 電源構成の開示

（2） 再エネ率●%以上の「電力プラン」による電力供給

（目標値●%は各団体が変更可。例えば、2040年までに100%達成
の計画では2020年に50%、2030年に75%と段階的に目標を引き上げ
るなど。再エネは環境価値を有するもののみ対象、大型水力も認める。）

総合評価方法の環境省への提案
（6月、GPN）
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３. 総合評価点の算出

総合評価方法の環境省への提案
（6月、GPN）



まとめ
（行政の再エネ調達の課題）

 電力の地産地消や再エネ導入の気持ちはあるものの、
価格を抑えるために入札を実施しなくてはいけないジレ
ンマ

 裾切り方式だと、再エネ割合高い事業者が評価され
ない（再エネ100％達成まで時間がかかる）

 大型水力や、輸入燃料（木材、パーム油等）による
バイオマス発電など、一部持続可能ではない再エネも
ある。RE100はトラッキング情報が必要。再エネの取
扱いが統一できていない
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2017年、電力契約ガイドラインを策定して公開中
＜電力プランの選び方をガイド＞

http://www.gpn.jp/project/eco_denryoku/
電力のウェブサイト
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